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株主各位

証券コード　4512
（発送日） 2023年６月８日

（電子提供措置の開始日）
株　主　各　位

2023年６月１日

東京都中央区日本橋本町二丁目２番２号

代表取締役社長 五 十 嵐  新

１．日 時 2023年６月２７日（火曜日）午前10時　　（受付開始：午前9時）
２．場 所 東京都中央区日本橋室町２丁目４番３号

日本橋室町野村ビル(YUITO）
野村コンファレンスプラザ日本橋６階大ホール
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場
ご案内略図」をご参照のうえ、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第128期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告及び計算書

類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第３号議案
第４号議案

監査等委員である取締役３名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第128回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第128回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）により議決権を行使するこ

とができますのでお手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って
2023年６月26日（月曜日）午後５時30分までに行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

４.  電子提供措置に関する事項
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。
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株主各位

　株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。
　何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】
　https://www.wakamoto-pharm.co.jp/

（上記のウェブサイトにアクセスのうえ、「投資家情報」「IR情報」を順に選択して、ご確認く
ださい。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/4512/teiji/

【東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「わかもと製薬」また
は「コード」に当社証券コード「4512」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR書類」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。）

以　上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおい
て、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。

◎ 株主総会の運営スタッフは、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年6月27日（火曜日）
　　　午前10時
　　　（受付開始：午前9時）

2023年6月26日（月曜日）
午後５時３０分到着分まで

2023年6月26日（月曜日）
午後５時３０分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとして
お取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見‌本
見‌本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」を
入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、イ
ンターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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剰余金処分の件

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　　第128期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまし
て、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
　　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式１株につき金３円といたしたいと存じます。
　　なお、この場合の配当総額は104,120,781円になります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　　2023年６月２８日といたしたいと存じます。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

1

い

五
が

十
らし

嵐
 

　
あらた

新
（1958年11月19日生）

    1981年    4 月 株式会社日本興業銀行（現　株式会社みずほ
フィナンシャルグループ）入行

    2005年    4 月 株式会社みずほコーポレート銀行
クレジットエンジニアリング部長

    2008年    4 月 同行　営業第14部長
    2010年    5 月 当社に入社（理事）
    2010年    7 月 総務・広報部長
    2011年    4 月 経営企画室長兼総務部長
    2011年    6 月 取締役
    2012年    6 月 常務取締役
    2014年    4 月 経営企画室長
    2017年    10月 経営企画室長兼経理部長
    2018年    4 月 経理部長
    2018年    6 月 管理本部長兼経理部長
    2019年    6 月 専務取締役
    2020年    4 月 管理本部長

2022年    4 月 代表取締役社長　(現在）
（担当）
　経営企画室、内部監査室、広報室、秘書室、
　お客様相談室

48,600株

【選任理由】
金融機関において営業・管理等幅広く豊富な経験を有しており、2011年に当社取締役に就任後、
2012年から常務取締役、2019年から専務取締役、2022年からは代表取締役社長を務めており、当
社の経営全般を担っております。今後も取締役としての職務を適切に遂行できる人材と判断し、取締
役候補者といたしました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同

じ。）４名全員が任期満了により退任となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いいた
したいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査等委員会から、2名の独立社外取締役を含む指名報酬委員会
での審議を経て取締役会において決定されており、候補者およびその選任プロセスは適切である旨
の意見を得ております。また取締役の報酬等につきましても、同指名報酬委員会での審議を経て取
締役会において決定されており、報酬等および決定プロセスは妥当である旨の意見を得ておりま
す。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

2

さ

佐
とう

藤
 

　
きみ

公
ひこ

彦
（1965年９月17日生）

    1988年    4 月 当社に入社
    2003年    10月 東京医薬部　新薬二課長
    2005年    4 月 札幌営業所長
    2008年    1 月 営業本部　医薬事業部長
    2010年    4 月 東京医薬第一部長
    2010年    10月 営業本部　医薬事業部長
    2013年    4 月 医薬事業部長（理事）
    2014年    4 月 薬粧事業部長（理事）
    2014年    6 月 取締役　薬粧事業部長
    2016年    4 月 取締役　人事部長
    2017年    6 月 上席執行役員　人事部長
    2019年    6 月 取締役　人事部長
    2021年    4 月 取締役　経営企画室長兼人事部長

2022年    4 月 取締役　管理本部長兼人事部長
2023年    4 月 取締役　管理本部長兼ヘルスケア事業本部

長（現在）

23,600株

【選任理由】
主に当社の医薬及びヘルスケアの営業部門を経て2019年から取締役に就任しております。豊富な経
験を活かし業務執行の役割を十分に果たしてまいりましたことから、今後も取締役としての職務を適
切に遂行できる人材と判断し、取締役候補者といたしました。

3

たに

谷
がき

垣
 

　
あき

全
ひこ

彦
（1960年7月1日生）

1983年 ４月　当社に入社
2003年 ４月　国際部　課長
2004年 ４月　貿易課長
2011年 ４月　特約部長
2013年 ４月　特販事業部長（理事）
2014年 ６月　取締役　特販事業部長
2015年 ４月　取締役　特販事業部長兼海外事業戦略部長
2018年10月　取締役　国際事業本部長兼国際営業部長
2019年 ６月　上席執行役員　国際事業本部長兼国際営業

部長
2022年 ４月　上席執行役員　グローバル事業本部長兼営

業企画部長
2022年 6月　取締役　グローバル事業本部長兼営業企画

部長（現在）

19,500株

【選任理由】
業務経験を通じて、海外のマーケティングに精通しており、部門組織長としての組織マネジメント経
験も豊富であります。2022年に取締役就任後はグローバル事業部を管理・監督しており、今後も取
締役としての職務を適切に遂行できる人材と判断し、取締役候補者といたしました。
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取締役(監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

4

か

葛
さい

西
 

　
ひろ

洋
よし

芳
（1968年4月14日生）

1994年 ４月　当社に入社
2007年 ６月　相模研究所 薬理・安全性研究室長
2012年 ４月　医薬開発部長
2014年 １月　医薬開発統括部長
2016年 ４月　相模研究所 副所長
2016年 ７月　相模研究所 副所長（理事）
2016年10月   開発統括部医薬事業開発部長（理事）
2017年 ４月　医薬開発統括部長（理事）
2017年 ６月　執行役員　医薬開発統括部長
2019年 ８月　執行役員　医薬開発本部長兼医薬開発部長
2022年 6月　取締役　医薬開発本部長兼医薬開発部長

（現在）
（担当）
　薬事部、信頼性保証部、相模研究所

11,500株

【選任理由】
業務経験を通じて、医薬品の研究開発全般に精通しており、部門組織長としての組織マネジメント経
験も豊富であります。2022年に取締役就任後は医薬開発部門を管理・監督しており、今後も取締役
としての職務を適切に遂行できる人材と判断し、取締役候補者といたしました。

（注） １. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し

ており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって塡補することとしており
ます。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 8 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

1

ひら

平
た

田
 

　
はる

晴
ひさ

久
（1956年10月20日生）

1979年 ４ 月 当社に入社

70,200株

1996年 ４ 月 醗酵研究室長
2001年 ６ 月 醗酵研究室長兼ヘルスケア研究室長
2003年 ４ 月 相模研究所　副所長
2007年 ６ 月 相模研究所長
2009年 ６ 月 取締役
2013年 ４ 月 医薬開発部門担当
2014年 １ 月 薬事・信頼性保証部長
2017年 ６ 月 当社取締役（常勤監査等委員）（現在）

【選任理由】
長年にわたり研究部門の業務に携わり、2009年から取締役を務めております。その後薬事・信頼性保証部
長も務めており、当社の事業内容について深く精通しております。その豊富な経験や実績から、当社業務
執行状況の監督等に適任と判断し、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

第3号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 9 －
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

2

え

惠
じま

島
 

　
かつ

克
よし

芳
（1953年12月29日生）

1977年 ４ 月 株式会社第一勧業銀行入行

－株

2002年 ４ 月 株式会社みずほ銀行　人事部副部長
2004年 ４ 月 株式会社みずほフィナンシャルグループ　執

行役員与信企画部長
2006年 ３ 月 株式会社みずほコーポレート銀行常務執行役

員コンプライアンス統括グループ統括役員兼
審査グループ統括役員

2008年 ４ 月 株式会社みずほ銀行　常務執行役員審査部門
担当

2009年 ６ 月 みずほインベスターズ証券株式会社　取締役
社長

2013年 １ 月 みずほ証券株式会社　取締役副社長兼副社長
執行役員

2014年 ４ 月 同社　常任顧問
2016年 １ 月 株式会社日本ハウスホールディングス　社外

取締役（現在）
2016年 ６ 月 当社社外監査役
2017年 ６ 月 当社取締役（監査等委員）（現在）

【選任理由及び期待される役割の概要】
長年にわたり金融機関において、コンプライアンス、審査及び営業の要職を歴任し、その豊富な経験に基
づく見識を有しております。また、2016年から社外監査役、2017年からは社外取締役として、その経験
や見識をもとに様々な角度から監査を行い、経営の健全性、適格性の確保に努めて頂いております。さら
に会社経営の経験を有していることから、その経験を活かして当社の経営全般についての監督や助言が期
待されるため、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

3

※ くわ

桑
はら

原
 

　
いく

育
ろう

朗
（1956年8月14日生）

1987年 ４ 月 弁護士登録（東京弁護士会）斉藤一好法律事
務所入所

－株

1993年 6 月 寺井一弘法律事務所入所
2006年 4 月 東京弁護士会　平成18年度幹事（非常勤）
2010年 1 月 桑原法律事務所（現桑原・池田法律事務所）

開設（現在）
2010年 8 月 東京都弁護士国民健康保険組合　幹事（非常

勤）
【選任理由及び期待される役割の概要】
弁護士としての豊富な経験と専門的な知識を有しており、企業経営の健全性の確保とコンプライアンス経
営の推進についての助言・提言が期待されるため、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

（注）　1.※印は、新任の社外取締役候補者であります。
2.各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
3.惠島克芳氏及び桑原育朗氏は、社外取締役候補者であります。
4.惠島克芳氏の監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。なお、

－ 10 －
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監査等委員である取締役選任議案

惠島克芳氏は、過去に当社の業務執行者でない役員(監査役)であったことがあります。
5.当社は、平田晴久氏及び惠島克芳氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償

責任を限定する当該契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円または法令が
定める額のいずれか高い額を限度としており、平田晴久氏及び惠島克芳氏の再任が承認された場合は、両氏との間
で当該契約を継続する予定であります。また、桑原育朗氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締
結する予定であります。

6.当社は、保険会社との間で会社法430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者
である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
ことのある損害を当該保険契約によって補填することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場
合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。

7.当社は惠島克芳氏及び桑原育朗氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。両氏が選任
された場合は、両氏を独立役員とする予定であります。

－ 11 －
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
(重要な兼職の状況)

所 有 す る 当
社 の 株 式 数

ご

伍
とう

藤　
ただ

忠
はる

春
（1950年1月9日生）

1973年 ４ 月 厚生省入省

－株

2003年 8 月 厚生労働省　雇用均等・児童家庭局
長

2005年11月 一般社団法人　長寿社会開発センタ
ー理事長

2007年11月 株式会社エス・エム・エス社外取締
役

2010年 9 月 日本製薬工業協会　理事長
2010年11月 全国心身障害児福祉財団　理事長

（現在）
2016年 6 月 株式会社エス・エム・エス取締役

（監査等委員）
2017年11月 日本障がい者スポーツ協会（現 日本

パラスポーツ協会）評議員（現在）
2022年10月 昭和館　館長（現在）

【選任理由及び期待される役割の概要】
厚生労働行政並びに製薬業界に精通されており、また人格、見識ともに高いことから、監査等委
員としての職責を果たしていただけると判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者とい
たしました。
長年の厚生労働行政分野における経験を活かして当社の経営全般についての監督や助言を頂ける
ものと期待しております。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）1.候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.伍藤 忠春氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
3.伍藤 忠春氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第1項の

規定に基づき、100万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度として同法第423条第1項の損
害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

4.当社は、保険会社との間で会社法430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結してお
り、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって補填することとしております。伍
藤忠春氏が取締役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約
は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上

－ 12 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )
事　業　報　告

１ 会社の現況
⑴ 事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当事業年度における日本経済は、新型コロナウイルス感染症が第７波・第８波と再拡大した
影響は残るものの、各種コロナ政策が段階的に緩和され、経済活動は緩やかに持ち直す傾向が
見られましたが、ウクライナ情勢の長期化に起因した原材料価格・エネルギー価格の高騰を受
け、依然として先行き不透明な状況が続いております。
　このような状況の中、当社を取り巻く環境は、医薬事業では毎年の薬価改定による薬剤費の
引き下げが継続的に推し進められ厳しい環境下にありますが、ヘルスケア事業では国内消費が
緩やかに持ち直しつつある状況に加え、外国人観光客の入国制限が大幅に緩和され、入国後の
行動制限も完全撤廃されたため、インバウンド需要が急速に回復しつつあります。
　そのなかにあって当社の医薬事業では、これまでの医療用医薬品の適正使用の推進と副作用
関連の情報提供活動に加えて、卸との連携を強化することで主力製品である眼科手術補助剤・
眼科用副腎皮質ホルモン剤「マキュエイド眼注用40㎎」等の利益製品の販売シェアを拡大し、
利益を生み出す構造へ変革を推進してまいりました。また10月からは医療機器の分野に新たに
参入し、「Ｍ22 ＩＰＬモデル」・「OptiLight（オプチライト）」のコ・プロモーションを開
始いたしました。ヘルスケア事業においては、店頭での販促活動やＳＮＳを活用した広告宣伝
を通じて、主力製品の「強力わかもと」を40代、50代を中心とした新規顧客層に対して認知
拡大を図る一方、通販では「アバンビーズ オーラルタブレット（乳酸菌含有加工食品）」の休
眠顧客に対してアプローチを行ってまいりました。グローバル事業は台湾などアジア圏での
「強力わかもと」の販売に加え、米国や欧州、アジア圏においてライセンスイン・アウトの活
動、また中国越境ＥＣビジネスでの代理店との協働を促進した営業活動を行い、国内では医薬
品原料の販売や受託製造を推進してまいりました。
　その結果、当事業年度の売上高は86億６千万円（前年同期比3.3％増）、営業利益は１億４
千１百万円（前年同期は営業損失１千３百万円）、経常利益は２億４千２百万円（前年同期比
235.7%増）、当期純利益は１億３千８百万円（前年同期比42.0％減）となりました。
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2023/05/26 14:39:59 / 22949119_わかもと製薬株式会社_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

　セグメント別の売上高の状況につきましては、医薬事業では「ドルモロール配合点眼液」及
び長期収載医薬品である「リズモンＴＧ点眼液」の売上が減少し、また原薬提供停滞に伴う供
給停止により「ＦＡＤ腸溶錠」の売上が減少いたしましたが、「マキュエイド眼注用40㎎」、
「エピナスチン塩酸塩点眼液0.05％」の売上が増加いたしました。その結果、売上高は44億
５千９百万円（前年同期比0.8％増）となりました。
　ヘルスケア事業では、通販における「アバンビーズ オーラルタブレット」の売上が減少いた
しましたが、主力製品の「強力わかもと」、「アレジフェンス」の売上が増加いたしました。
その結果、売上高は20億１百万円（前年同期比4.8％増）となりました。
　グローバル事業では、一部受託製品の売上が減少いたしましたが、海外向け「強力わかも
と」の売上が増加いたしました。その結果、売上高は20億１千８百万円（前年同期比7.0％
増）となりました。
　なお、当事業年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前事業年度との比較につい
ては変更後の報告セグメントの区分に基づいております。
　不動産賃貸業の主たる収入はコレド室町関連の賃貸料であります。テナント入替の影響で一
時的に減少したオフィス賃貸料が回復したことに加え、各種コロナ政策が段階的に緩和され、
経済活動が活性化したことにより商業賃貸料も増加いたしました。その結果、売上高は１億８
千万円（前年同期比10.6％増）となりました。

　研究開発につきましては、効率化・集中化を図るため組織の一本化とプロジェクト制に
より、一層のスピードアップに努めてまいりました。
　医薬事業では、特徴のある医療用医薬品、ニーズのある後発医薬品やサプリメントに加
えて、2021年から医療機器の開発と販売提携に取り組み、眼科領域における製品ライン
アップの充実に努めました。
　またヘルスケア事業では、特色のある乳酸菌を用いたフェムテック製品の開発に加え、
乳酸菌の機能に着目した製品の開発、オリジナリティーのある製品の研究開発に取り組
み、ヘルスケア製品ラインアップの充実を図りました。

－ 14 －
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

② 設備投資及び資金調達の状況
当事業年度の設備投資額(工事ベース)は、1億４千2百万円であります。その主なものは、工場
設備の更新等であります。また、資金調達について特記すべき事項はありません。

③ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

④ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑤ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑥ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

区 分 第125期
(2020年３月)

第126期
(2021年３月)

第127期
(2022年３月)

第128期
(当事業年度)
(2023年３月)

売 上 高 (千円) 10,916,899 8,895,838 8,383,145 8,660,379

当期純利益又は当期
純損失(△) (千円) △1,656,539 △601,856 238,543 138,256

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純
損失(△)

( 円 ) △47.73 △17.34 6.87 3.98

総 資 産 (千円) 15,983,421 14,572,472 14,953,435 15,711,553

純 資 産 (千円) 11,947,087 11,385,570 11,480,803 11,906,669

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 344.22 328.04 330.79 343.06

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）前事業年度の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用して
おり、前事業年度以降の売上高については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

　該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

　該当事項はありません。

⑷ 対処すべき課題
　医薬品業界は毎年の薬価改定による薬剤費の引き下げが継続的に推し進められ厳しい環境下に
あり、当社においても主力点眼剤の薬価の引き下げにより厳しい状況が継続することが予想され
ます。またヘルスケア業界においては各種コロナ政策が大幅に緩和され、インバウンド需要が急
速に回復しています。

①　医薬事業
当社の主力である眼科領域を中心に医療ニーズにあった新医薬品等の上市及び開発パイプラ
インの充実と眼科関連製品の全国的な販売活動を行い、幅広い市場浸透を目指してまいりま
す。

②　ヘルスケア事業
消費者のニーズにあった通販製品を上市すると共に、｢強力わかもと｣｢アバンビーズ｣をはじ
め、当社製品の特長を訴求した店頭啓発で、愛用者の拡大に努めてまいります。

③　グローバル事業
輸出に関してはインバウンドの影響を受け輸出量が減少しており、今後円安が進み、外国人
観光客が増加した場合、更なる減少が予想されます。このような情勢を踏まえ、国内外を問
わず、当社の強みである乳酸菌事業を揺るぎない柱として様々な形（製剤・バルク・技術）
で提供できるように努めてまいります。

④　品質管理体制
安全で高品質な製品を安定的に供給するため、品質管理は重要なものと考えております。今
後も安定した品質管理を行えるよう体制の維持・強化に努めてまいります。

⑤　生産体制
製造量の増加等に対応すべく生産技術の向上、工場の設備配置、インフラ強化等、これまで
以上に効率的で安定生産が可能な体制を構築してまいります。

－ 16 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

⑸ 主要な事業内容（2023年３月31日現在）
① 医　薬　事　業：医療用医薬品及び健康食品の製造・販売
② ヘルスケア事業：一般用医薬品、医薬部外品及び健康食品の製造・販売
③ グローバル事業：輸出品の製品の製造・販売、ライセンスイン・アウトの活動、

医薬品原料、中間製品、他製薬会社への製品の製造・販売
④ 不動産賃貸業 ： 不動産賃貸料他

⑹ 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
本　社　：東京都中央区日本橋本町二丁目２番２号
支　店　：札幌支店、仙台支店、関東支店、東京支店

名古屋支店、大阪支店、広島支店、福岡支店
工　場　：相模大井工場（神奈川県）
研究所　：相模研究所（相模大井工場内）

従業員数 前期末比 平均年齢 平均勤続年数

292(90)名 8名減 44.2歳 18.9年

⑺ 従業員の状況（2023年３月31日現在）

（注） 従業員数は就業員数であり、臨時従業員数（嘱託、パートタイマー、派遣社員等）は、年間の平
均人員を(　)外数で記載しております。

借　入　先 借　入　金　残　高

株式会社みずほ銀行 100,000

合　　　計 100,000

⑻ 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
(単位:千円）

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権の状況

２ 株式の状況 （2023年３月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 120,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 34,838,325株
⑶ 株主数 7,859名

株主名 持株数（千株） 持株比率(％)

キッセイ薬品工業株式会社 3,778 10.88

株式会社ブレストシーブ 2,500 7.20

わかもと製薬取引先持株会 1,926 5.55

朝日生命保険相互会社 1,720 4.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,652 4.75

株式会社千葉銀行 1,322 3.81

日本ゼトック株式会社 1,201 3.46

アクサ生命保険株式会社 1,128 3.25

ロート製薬株式会社 1,105 3.18

株式会社みずほ銀行 1,093 3.14

計 17,426 50.21

⑷ 大株主(上位10名)

（注）持株比率は自己株式（131,398株）を控除して計算しております。

３ 新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況
　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

－ 18 －
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 五 十 嵐 　 　 　 新 経営企画室、内部監査室、広報室、秘書
室、お客様相談室担当

取 締 役 佐 藤 公 彦 管理本部長、人事部長

取 締 役 谷 垣 全 彦 グローバル事業本部長、営業企画部長

取 締 役 葛 西 洋 芳 医薬開発本部長、医薬開発部長

取締役（常勤監査等委員） 平 田 晴 久

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 渡 邊 俊 夫
もりやま会計事務所（税理士）
株式会社ティーブイエスネクスト　社外
取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 惠 島 克 芳 株式会社日本ハウスホールディングス　
社外取締役

４ 会社役員の状況
⑴ 取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注） １. 取締役（監査等委員）渡邊俊夫氏及び取締役（監査等委員）惠島克芳氏は、社外取締役でありま
す。

２. 内部監査部門等との連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、平田
晴久氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３. 当社と各監査等委員との間では、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は100万
円または法令が定める額のいずれか高い額としております。

４. 当社は、役員等を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約は、
被保険者がその職務の執行に関し負う責任及び当該責任追及を受けることにより生じることのある
損害を塡補することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないよう
にするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填の対象
としないこととしております。

５. 当社は、取締役（監査等委員）渡邊俊夫氏及び取締役（監査等委員）惠島克芳氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６. 取締役（監査等委員）渡邊俊夫氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

－ 19 －
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会社役員の状況

氏 名 退 任 時 の  地 位 退 任 日

小 島 範 久 取 締 役 2022年6月23日

神 　 谷 　 信 　 行 取 締 役 最 高 顧 問 2022年6月17日

当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

１．小島範久氏は、任期満了に伴う退任であります。
２．神谷信行氏は、辞任による退任であります。
３．辞任取締役の辞任理由

不適切な業務執行が明らかになったため

－ 20 －
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会社役員の状況

⑵ 取締役の報酬等
役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会において決議してお
り、基本方針を以下のとおり定めています。

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図
るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役
の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
　具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬としての基本
報酬、業績連動報酬としての賞与により構成する。
　監査等委員である取締役については、その職務に鑑み、職務内容を踏まえた基本報酬のみを
支払うこととする。

ａ．基本報酬に関する方針
　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職務内容、職責に応じて他社水
準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとす
る。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を
反映した現金報酬とし、各事業年度の最終利益および各取締役の貢献度に応じて算出された額
を賞与として毎年、一定の時期に支給する。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針
　該当事項はありません。

ｄ．報酬等の割合に関する方針
　現時点では、取締役の報酬等の種類ごとの比率は設定しないこととする。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき、代表取締役社長五十嵐新がその具体的
内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取
締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分とする。
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会社役員の状況

区　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

55,227
(－)

55,227
(－)

－
(－)

－
(－)

6
(－)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

18,920
(7,920)

18,920
(7,920)

－
(－)

－
(－)

3
(2)

合　　　計
（うち社外取締役）

74,147
(7,920)

74,147
(7,920)

－
(－)

－
(－)

9
(2)

　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名報酬委員会に
原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長は、当該答申の内容に
従って決定をしなければならないこととする。

f．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名報酬委員会が原案について決定方
針との整合性を含め総合的に検討をおこなっており、取締役会としてもその答申内容を尊重
し、決定方針に沿うものであると判断しております。

⑶ 取締役の報酬等の額

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており
ません。

２. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第122回定時株主総会におい
て、年額180百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議しております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は、４名です。

３. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第122回定時株主総会において、年
額36百万円以内と決議しております。
 当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は、３名です。

－ 22 －
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会社役員の状況

⑷ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・渡邊俊夫氏は、もりやま会計事務所税理士及び株式会社ティーブイエスネクストの社外取
締役であります。当社と兼職先の間には特別の関係はありません。

・惠島克芳氏は、株式会社日本ハウスホールディングスの社外取締役であります。当社と兼
職先の間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況及び社外取締役に期待される役割に対する活動について
・取締役（監査等委員）　渡邊俊夫

　当事業年度に開催された取締役会18回すべてに出席いたしました。
　税理士としての豊富な経験と専門知識を活かし、当社の経営全般に関して適宜指摘・助
言を行っております。
　なお、当事業年度において開催された監査等委員会13回すべてに出席し監査結果につ
いての意見交換等適宜、必要な発言を行っております。
　また、指名報酬委員会委員長として、指名・報酬の決定プロセスに客観的視点で審議
し、主導的役割を果たしております。

・取締役（監査等委員）　惠島克芳
　当事業年度に開催された取締役会17回に出席いたしました。
　会社経営に携わった豊富な経験・知識を活かし、当社の経営全般に関して適宜指摘・助
言を行っております。
　なお、当事業年度において開催された監査等委員会13回すべてに出席し監査結果につ
いての意見交換等適宜、必要な発言を行っております。
　また、指名報酬委員会委員として、指名・報酬の決定プロセスに経営的視点で審議し、
主導的役割を果たしております。
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会計監査人の状況

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円

５ 会計監査人の状況
⑴ 名称　仰星監査法人

⑵ 報酬等の額

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.取締役が決定した会計監査人の報酬等の額について、監査等委員会が同意した理由は、会計監
査人との監査契約の内容に照らして、監査計画の適切性、報酬単価の妥当性及び報酬見積りの
算出根拠等を総合的に検討した結果、当該報酬等の額は相当であると判断したためでありま
す。

⑶ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

⑷ 責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結することができる旨を定めておりますが、現時点では会計監査人との間で責任限定契約を締結
しておりません。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

６ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は取締役会において上記の体制について、次のとおり決議いたしました。

①　当社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役及び使用人が、すべての法律、行動規範及び当社定款を遵守し、高い倫理観をもって行動
するために、わかもと製薬行動憲章を制定し、実践指針としてコンプライアンス・プログラム規程
を定めて、全社的なコンプライアンス体制を構築する。また、相談・連絡制度を設け、内部通報体
制を整備する。
　相談・連絡制度は、通報した者が通報を理由に不利益な取扱を受けることがないことをその内容
に含むものとする。
　コンプライアンス担当役員を統括責任者とするコンプライアンス委員会を設置し、組織横断的に
コンプライアンスの推進、教育研修を行う。
　内部監査部門として、社長直轄の内部監査室を置き、各業務部門における内部統制状況の監査を
行う。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報を含む経営情報については、文書または電磁的媒体（以下、文書等
という）に記録し、機密情報等取扱管理規程に則り適正な保存及び管理を行う。また、情報システ
ムにおける情報管理は情報セキュリティポリシー基本方針に基づいて整備する。
　取締役は、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業を取り巻くリスクに対応するため、リスク管理基本規程を定め、社長を委員長とするリスク
管理委員会を設置し、リスク状況の監視及び軽減を行う。
　各部門においては、業務執行上想定されるリスクについて、それぞれ社内規程・対応マニュアル
等に基づきリスク対応の体制を整備する。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会及び経営会議を定期的に開催し、経営の執行方針、経営に関する重要事項を決定し、業
務執行状況を監督する。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

　取締役会規程、職務権限規程、業務分掌規程等の社内規程を整備し、取締役の職務の執行が適正
かつ効率的に行われる体制を構築する。また、電子決裁システムの導入等により意思決定の迅速化
を行う。

⑤　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社においては、子会社が存在しないため該当事項はありません。

⑥　当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用
人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
　監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合には、当該取締
役及び使用人を配置する。
　当該取締役及び使用人を配置した場合には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
独立性を確保した体制とする。
　当該取締役及び使用人は当社の就業規則等に従うが、当該取締役及び使用人の指揮命令権は監査
等委員会に属するものとし、異動・処遇（人事評価を含む）・懲戒等の人事事項については監査等
委員会と事前協議のうえ実施するものとする。

⑦　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対して法定の事項に
加え、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見した時はその事実を報告する。なお、監
査等委員会へ報告した者が、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱を受けることがない
ようにする。
　内部通報体制においては、監査等委員会も直接の窓口とする。
　監査等委員会は職務遂行上必要と判断した事項に関し、取締役(監査等委員である取締役を除
く。）及び使用人に対して、報告及び資料の提出を求めることが出来る。

⑧　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、代表取締役及び取締役(監査等委員である取締役を除く。）と定期的に会合を
持ち、経営方針の確認や監査上の重要事項について意見交換を行う。
　監査等委員会は、会計監査人と定期的に会合を持ち、会計監査が実効的に行われているか意見交
換を行う。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

　当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）につい
て、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る
費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当
該費用または債務を処理するものとする。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、取締役会において決議された「内部
統制基本方針」に基づき、当社の内部統制システムを整備運用しております。
　また、コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会を開催し、取締役会に報告を行っておりま
す。
　内部監査につきましては、内部監査規程に基づいて実施しております。

７ 会社の支配に関する基本方針
　現時点では定めておりません。

－ 27 －



2023/05/26 14:39:59 / 22949119_わかもと製薬株式会社_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

貸借対照表（2023年3月31日）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
前 払 費 用
前 渡 金
未 収 入 金
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
保 険 積 立 金
長 期 前 払 費 用
修 繕 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

9,353,387
3,879,325
3,196,694
119,760
870,313
666,329
296,473
83,233
38,574
17,444

185,238
6,358,165
3,032,210
2,483,293

18,011
341,641

4,090
80,804
82,947
21,422

202,069
139,238
59,150
3,680

3,123,886
2,483,290
311,940
73,638
81,158

209,861
△36,003　

流 動 負 債 2,238,916
支 払 手 形 202,370
買 掛 金 795,279
短 期 借 入 金 100,000
未 払 金 96,891
未 払 費 用 624,269
未 払 法 人 税 等 87,914
預 り 金 13,359
前 受 金 242
賞 与 引 当 金 218,200
短 期 リ ー ス 債 務 1,059
そ の 他 99,329
固 定 負 債 1,565,968
退 職 給 付 引 当 金 1,052,873
長 期 リ ー ス 債 務 529
長 期 預 り 金 172,386
繰 延 税 金 負 債 340,177
負 債 合 計 3,804,884

純 資 産 の 部
株 主 資 本 10,741,831
資 本 金 3,395,887
資 本 剰 余 金 2,675,828
資 本 準 備 金 2,675,826
そ の 他 資 本 剰 余 金 2
利 益 剰 余 金 4,706,464
利 益 準 備 金 476,536
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,229,928
別 途 積 立 金 3,953,000
繰 越 利 益 剰 余 金 276,928

自 己 株 式 △36,350
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,164,838
その他有価証券評価差額金 1,164,838
純 資 産 合 計 11,906,669

資 産 合 計 15,711,553 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,711,553
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損益計算書

損益計算書 ( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額
売 上 高 8,660,379
売 上 原 価 4,552,316
売 上 総 利 益 4,108,062

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,966,595
営 業 利 益 141,467

営 業 外 収 益 118,632
受 取 利 息 ・ 配 当 金 47,926

雑 収 益 70,705

営 業 外 費 用 17,525
支 払 利 息 578

雑 損 失 16,946

経 常 利 益 242,574
特 別 損 失 31,000

減 損 損 失 31,000

税 引 前 当 期 純 利 益 211,574
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 64,696

法 人 税 等 調 整 額 8,621

当 期 純 利 益 138,256
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株主資本等変動計算書

( 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 3,395,887 2,675,826 2 2,675,828 476,536 3,953,000 138,672 4,568,208

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － －

当 期 純 利 益 138,256 138,256

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 138,256 138,256

当 期 末 残 高 3,395,887 2,675,826 2 2,675,828 476,536 3,953,000 276,928 4,706,464

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △36,273 10,603,651 877,152 877,152 11,480,803

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － －

当 期 純 利 益 138,256 138,256

自 己 株 式 の 取 得 △76 △76 △76
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 287,685 287,685 287,685

当 期 変 動 額 合 計 △76 138,180 287,685 287,685 425,865

当 期 末 残 高 △36,350 10,741,831 1,164,838 1,164,838 11,906,669

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

－ 30 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/26 14:39:59 / 22949119_わかもと製薬株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

イ. 有形固定資産
（リース資産を除く）

ロ. 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～50年
機械装置 8年
定額法
ただし、自社利用のソフトウェアについては、見込利用期間（５年）
によっております。

ハ. リース資産 定額法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

個別注記表
⑴ 重要な会計方針に係る事項

① 資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産
製品、商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）
仕掛品、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）
② 固定資産の減価償却の方法

③ 引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づく当期負担額を計
上しております。

ハ. 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により
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個別注記表

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

④　収益及び費用の計上基準
　当社は、主に医薬品業界において医薬品の製造販売を主な事業とし、これらの製品及び商品の販売につい
ては引渡時点において顧客が製品及び商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているこ
とから製品及び商品の引渡時点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定
しております。なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者
が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益として認識してお
ります。
　顧客に返金すると見込んでいる対価は、主として返金負債として計上しております。契約条件や過去の実
績等に基づいて当該返金負債を見積もっております。
　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑵　表示方法の変更
　収益認識に関する注記に記載のとおり、当事業年度より報告セグメントの区分を変更したことにより、「顧
客との契約から生じる収益を分解した情報」も区分を変更しております。

⑶　会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事
業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響
を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

（固定資産の減損損失の認識の要否）
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　固定資産の収益性低下等により減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行っ
た医薬事業の資産グループ（帳簿価額合計901,257千円）について、事業計画に基づく割引前将来キャッ
シュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を超えると判断したため、減損損失は計上して
おりません。

② 重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、原則として報告セグメントを基準として資産のグルーピングを行っております。
　固定資産の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要
否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識
が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額または使用価値のいずれか高い価額）まで
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①　有形固定資産の減価償却累計額 14,694,925 千円

減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。
　将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は製品の売上予測であり、特に将来の新製品の売
上見込みについては、上市の時期、市場シェア、想定される販売価格などの見積要素によって算定結果が
大きく変動するため、高い不確実性を伴っており、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼ
す可能性があります。また、注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、現在、当社が製造販
売する製品「マキュエイド眼注用40mg」の出荷を停止しています。当該製品の出荷再開の時期について
は最善の見積りを行っておりますが、原因調査の進捗等により影響を受ける可能性があります。

⑷　貸借対照表に関する注記

②　担保に供している資産
投資有価証券 1,898,817 千円

　　前事業年度より取引銀行１行と当座貸越契約 900,000 千円の借入枠を締結し、担保設定をしております。
なお、当事業年度末において、当座貸越契約による借入れは実行されておりません。

③　売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額 3,184,694千円

⑸ 損益計算書に関する注記
①　一般管理費に含まれる研究開発費の総額 580,454 千円
②　売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 8,479,943 千円
③　固定資産の減損損失
　　相模大井工場における設備の設計費用を建設仮勘定に計上しておりましたが、計画変更のため減損損失
　　31,000千円を特別損失に計上しております。
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 の
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 34,838 － － 34,838

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 の
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 131 0 － 131

単元未満株式の買取りによる増加 ０千株

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円)

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2023年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 104,120 3.0円

2023年

３月31日

2023年

６月28日

⑹ 株主資本等変動計算書に関する注記
① 発行済株式の総数に関する事項

② 自己株式の数に関する事項

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。

③ 剰余金の配当に関する事項
　　イ.配当金支払額等
　　　 無配のため記載すべき事項はありません。

　　ロ.基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
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税務上の繰越欠損金 534,948千円
賞与引当金 66,812千円
未払事業税 11,561千円
退職給付引当金 322,389千円
その他 204,405千円
小計 1,140,118千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引
当額

△534,948千円

評価性引当額 △511,143千円
評価性引当額小計 △1,046,092千円

繰延税金資産合計 94,026千円

その他有価証券評価差額金 △431,823千円
その他 △2,380千円

繰延税金負債合計 △434,204千円
繰延税金負債の純額 △340,177千円

⑺ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

イ. 繰延税金資産

ロ. 繰延税金負債
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貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額

投資有価証券 2,473,843 2,473,843 －

資産計 2,473,843 2,473,843 －

長期預り金 (172,386) (168,258) 4,128

負債計 (172,386) (168,258) 4,128

⑻ 金融商品に関する注記
⒈金融商品の状況に関する事項
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達してお
ります。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理に係る規定に沿ってリスク低減を図っております。また、投資
有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。借入金の使
途は運転資金（短期）及び設備投資資金等（長期）であります。

⒉金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。また、現金及び預金、売掛金、支払手形、買掛金、未払費用、短期借入金等は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。なお、市場価格のない株式等（貸
借対照表計上額9,447千円）は、「投資有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）

(＊)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

⒊金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル
に分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の
算定対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債 　　（単位：千円）

区分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
 投資有価証券 2,473,843 － － 2,473,843

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債 　　（単位：千円）

区分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
 長期預り金 － 168,258 － 168,258

貸借対照表計上額 時価

651,354 3,909,596

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

長期預り金
長期預り金の時価は、残存預り期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

⑼ 賃貸等不動産に関する注記
① 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビル、賃貸商業施設及び賃貸住宅（土地を含
む）を有しております。

② 賃貸等不動産の時価等に関する事項
　(単位：千円）
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報告セグメント
合計

医薬事業 ヘルスケア
事業

グローバル
事業

不動産
賃貸業 計

神経系及び
感覚器官用薬 3,816,437 77,078 497,907 － 4,391,423 4,391,423

消化器官用薬 141,392 1,559,619 1,282,503 － 2,983,515 2,983,515
トイレタリー製品
　　　健康食品等 177,681 364,501 103,215 － 645,398 645,398

その他 324,392 － 135,212 － 459,605 459,605
顧客との契約から
　　　生じる収益 4,459,904 2,001,200 2,018,839 － 8,479,943 8,479,943

その他の収益 － － － 180,435 180,435 180,435
外部顧客への
売上高 4,459,904 2,001,200 2,018,839 180,435 8,660,379 8,660,379

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債
権 2,652,539 千円 3,184,694 千円

契約負債 25,808 千円 － 千円

⑽　収益認識に関する注記
①　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）当事業年度より、従来の報告セグメントである「国際事業」の名称を「グローバル事業」に変更して
おります。また国内外のＢtoＢ事業を効率的に展開するために組織変更を行い、従来「医薬事業」に区
分していた国内向けの医薬品原料の販売及び受託製造販売に関わる事業を行っている営業企画部を「グ
ローバル事業」に区分しております。

②　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「⑴　重要な会計方針に係る事項」「④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

③　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。
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　2）残存履行義務に配分した取引価格
　当社では、当初に予想される契約期間が１年を超える取引がないため、実務上の便法を適用し、残存
履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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① １株当たり純資産額 343円06銭
② １株当たり当期純利益 3円98銭

⑾ １株当たり情報に関する注記

⑿ 重要な後発事象に関する注記
（有価証券売却益の計上）
　当社が保有する投資有価証券の一部を売却したことにより、投資有価証券売却益が発生いたしました。
　概要は以下のとおりであります。
　①投資有価証券売却の理由

 保有資産の効率化を図るため。
　②投資有価証券売却の内容

 売却株式：上場有価証券２銘柄
 投資有価証券売却益の発生時期：2023年４月24日～2023年４月27日
 投資有価証券売却益：152百万円

　③損益に与える影響
　当該投資有価証券売却益につきましては、2024年３月期第１四半期決算において投資有価証券売却益
152百万円を特別利益として計上する予定です。

（「マキュエイド眼注用40㎎」製品供給停止）
　当社が製造販売する製品「マキュエイド眼注用40㎎」において、出荷判定試験で不適合となる結果が認
められたため、その品質を保証できないものと判断し、2023年４月末より本事象が解決するまでの間出荷
を停止することといたしました。原因につきましては現在調査中であります。
　現時点では具体的な出荷再開時期が未定であり、正確な影響額については現在算定中でありますが、翌事
業年度以降の当社の損益の状況に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⒀ その他の注記
該当事項はありません。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 口 哲 生
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 根 玄 生

独立監査人の監査報告書
2023年5月12日

わかもと製薬株式会社
　取締役会　御中

仰星監査法人
　東京事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、わかもと製薬株式会社の2022

年４月１日から2023年３月31日までの第128期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が製造販売する製品「マキュエイ
ド眼注用40㎎」の出荷が2023年４月末より停止されており、その影響額については現在算定中
である。当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 41 －



2023/05/26 14:39:59 / 22949119_わかもと製薬株式会社_招集通知_電子提供措置用

計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 42 －
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以上
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監　 査　 報　 告　 書

　当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第128期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議

に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告

－ 44 －
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２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

なお、前取締役最高顧問が不適切な業務執行により辞任した不祥事につきましては、再発防止策
が定められ、当監査等委員会は、その進捗状況を注視しておりますが、着実に実行されていること
を確認しております。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年5月１２日
わかもと製薬株式会社　監査等委員会

監査等委員 平 田 晴 久 ㊞
監査等委員 渡 邊 俊 夫 ㊞
監査等委員 惠 島 克 芳 ㊞　

（注）　監査等委員渡邊俊夫及び惠島克芳は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定
する社外取締役であります。

以　上

－ 45 －
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地図

　株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。
　何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

株主総会会場ご案内略図
※会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。

【会場】 日本橋室町野村ビル（YUITO）
野村コンファレンスプラザ日本橋６階大ホール
東京都中央区日本橋室町２丁目４番３号
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交通のご案内
東京メトロ銀座線・半蔵門線 三越前駅（A9出口直結）徒歩１分
ＪＲ総武本線 新日本橋駅 徒歩３分(駅地下道よりお越しいただけます）
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